
■議題（１）適応の取組の更なる推進について

委員名 ご意見・ご質問

下田　吉之

　適応策だけで無く、緩和策への取り組みを促す意味でも、大げさでも控えめでも無く、温暖化影響に対する正しいリスク認識を国民にしてもらうための、この
結果の公表、周知の方法が大切だと思う。19ページにあるように受け手に「伝わる」ことを意識したコミュニケーションの視点を取り入れた取組が重要で17ペー
ジ記載のメディアに関わらず試してみるべき。6 ページの表は是非わかりやすいイラストにして頂きたい。5ページの水稲収量予測のように2050年くらいまでは
影響が出ないがその後影響が大きくなっていくような予測に関して、各世代はどのように感じるだろうか。影響が顕在してから対策を取れば良いという意味では
無いことを強調すべき。

　5ページ熱中症による死亡者の急増には驚かされる。風水害等他の災害に対して熱中症対策は冷房使用の推奨やクーリングシェルターの整備など、比較的ソフ
トな適応が取られているが、低所得世帯への冷房導入補助などもう少し予算をかけても良いのでは無いか。今後の適応策検討において是非とも考えて頂きたい。

亀山　康子

　このたびの第３次気候変動影響評価報告書のご説明をありがとうございました。回を重ねるごとに、科学的知見が集積され、また表現ぶりの工夫も進展してい
るのが分かります。特にスライドp.6の色分けは、重要性や緊急性を伝える上で効果的と感じました。
　適応策の難しさは、p.13に書かれた「ニーズ」「課題」部分の記述にあるように、自身が関係する地域や対象（市町村レベル）に国レベルの影響評価や適応計
画を落とし込んでいく点にあると思います。
　国の影響評価報告書では、科学的知見を踏まえる必要性から、原則として学術論文に掲載された情報だけが取り上げられ、論文になっていない事象はほとんど
反映されません。一方、自治体、特に市町村レベルでは、国の影響評価報告書や国の適応計画の体裁に習って自身の影響評価や適応計画策定を進めようとするた
め、当該地域で肌身で感じられている様々な事象があったとしても「国の文書には記述がない」あるいは「温暖化が直接の原因か分からない」という理由で不掲
載となります。これは、国から自治体に対して政策実施を促す際に起きる不都合です。
　また、このことが逆の流れ、すなわち自治体から国への情報の流れを起きにくくしています。市町村レベルで起きている事象が文書に残らないため、研究者は
そのことに気づかず、論文にならない、だから国の文書にも載らないということです。
　このような悪循環を断ち切るため、市町村レベルでの影響評価や適応計画策定においては、当該地域で行政や住民が気になっている事象を自由に掲載する柔軟
性を推奨すべきではないでしょうか。その事象が地球温暖化を直接の原因としているかどうか分からない場合には、分からないということを明記した上で、事象
を記録として残すことが、次の気づきにつながると思います。
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小西　雅子

・スライド５～６　重大性、緊急性、確信度の評価結果で　優先度を示すのは、自治体や事業者さんにとって何から手を付けていいかの指針となり、とてもわか
りやすくていいと思いました！

・スライド７～１２　写真もあるのは視覚的にも象徴的に分かりやすく、とてもいいと思いました。

・スライド１７　各自治体への周知と合わせて、ターゲットを絞ったセミナーは効果を発すると思いました。どんな対象をターゲットにされる予定でしょうか？
地域企業の支援を手掛ける地方銀行などの地域金融機関は、地域企業にとって伴走してくれる力強い存在で、省庁の補助金事業へのつなぎ手でもあるので、たと
えば地方銀行協会などを通じて、周知に参画してもらうとよいのではと思います。

・環境省の国民参加による気候変動情報収集・分析事業の審査委員を務めていますが、3年の間に各自治体が年を追うごとに適応について影響を分析し、適応策
について深い理解をもとに自信をもって進めて成長されるお姿を感動しながら拝見してきました。かなり浸透してきたという実感があり、各関係者のご努力に敬
意を表するとともに、今回のアップデートについても応募してこられた自治体ごとに丁寧にアップデートも周知していかれるといいと心から思います。

・気象キャスターとの連携なども定着してきていて素晴らしいと思います。コミュニケーターとしてキャスターのみならず、気象予報士資格を持つ民間人をも巻
き込むこともよいかと思います。

・我が事化してもらうための4つの方策にも賛同いたします。特に緩和と結びつけるのは重要かと。今回のCOP30では、1.5度達成が、オーバーシュートが不可避
であることを示唆しましたので、実際の被害の想定も2～3度の上昇を前提とする必要もあるかもしれません。。。

田中　里沙

・資料の取りまとめをありがとうございます。論文、データによる正確な状況の把握と、これまでとの比較および中長期計画における現在の立ち位置が明確にな
り、多様な立場の方々が視点をそろえるきっかけになると感じます。

・私たちのウエルビーイングの前提となる環境が危機に面していることの現実を、あらためて認識し、本計画期間５年の先の2030年に思いを馳せながら行動する
機運を醸成する必要があります。そのために、適応策を講じることで、気候変動による被害を回避あるいは軽減し、よりレジリエントな社会・経済システムを構
築できること、将来への影響への備えを取ることで、安心が高まることなどが認識されるようできればと思います。

・本資料により、全体像、方向性、方針において目線合わせができますが、これらの基本変動影響を　分野別から→衣食住をはじめとした日々の暮らしの視点で
くくると実感や共感が高まるのではないかと思います。
・対象、関心事で絞ったセミナーや研修会は有効で、関与度の高い分野からの広がりは多くの方との接点が広がるきっかけになります。
・サプライサイド側は、先進的企業のみならず、活動をしている企業や組織がさらに段階を上げると成果がどの程度変わってくるかという目標設定も促せるとよ
いと感じます。
・デマンドサイドにおいては、インセンティブは短期ではなく、ポイントなどで瞬発力を出した後の継続性を重視したいです。例えばマツダは新技術の搭載で
「走るたびにクリーンに」といったメッセージを出していますが、明快で、生活者が参加できる枠組みが拡大されることを重視したいと考えます。
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林　鉄兵

　第３次影響評価報告書では、様々な分野における気候変動の影響の重大性・緊急性が評価されており、各主体が内容を理解したうえで危機感を持って対応を進
める必要があると考えます。そのなかで、自治体では最終的には市区町村でも具体的な対応が求められると考えますが、組織のリソースも限られていることか
ら、環境省および都道府県からの報告書の周知や対応の牽引などを主導していただきたいと考えます。
　また、先般ブラジル・ベレンで開催されたＣＯＰ30では、「公正な移行」に関わる条文が採決されており、そこには、「公正な移行」の道筋が、適応と緩和の
両面の文脈において、誰一人取り残さないことを確保するために不可欠であると強調されています。我が国でも率先して気候変動が与える労働者への影響も評価
し、適切な適応策の検討へ繋げる必要性が高いと考えております。そのためにも、第４次影響評価報告書の策定に向けては、各分野の事業者の廃業件数や労働者
の離職・失業状況などの確認をお願いします。

船越　弘文

(1)第３次影響評価報告書の活用及び第４次報告書に向けた期待
・気候変動影響を単なるリスクと認識するのではなく、ビジネス機会と捉えることにより、社会全体における適応策推進に向けた好循環につながるのではないか
という立場からコメントさせて頂く。
・COP30では、目標の野心度を高める「緩和」の議論は下火に終わり、森林保全や気候資金問題を中心とする「適応」に軸足を置いた議論が中心となった。ま
た、足元では、インドネシア等において
異常気象による大規模な洪水が発生し、多くの犠牲者が出ていることが連日、報道されている。気候変動への「適応」は、過去に例をみないほど注目度の高い国
際的イシューとなりつつある。
・こうしたなか、我が国産業界としては、引き続き、脱炭素技術の開発・実装で世界をリードする
方針（＝ＧＸ成長戦略）は維持しつつ、「適応」の分野においても世界への貢献姿勢・貢献度を
示すことで、国際社会における日本のプレゼンスを高めることに直結するものと思われる。
・例えば、アジア各国への貢献の場としては、環境省も関与するAZECという枠組みがあり、この中では、これまで主として日本の脱炭素技術の活用による協力案
件を進めてきたが、今後はこの枠組みを活用して、災害対策を念頭に置いたインフラ整備技術や、エネルギー安定供給技術など、「適応」分野での国際貢献をア
ピールする場として活用することも考えられる。
・次期影響報告書においては、適応分野における国際貢献も視野に入れて検討してはどうか。
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山戸　昌子

(1) 第３次報告書の活用、適応計画を通じた各主体による適応策の推進のあり方
　今回の報告書を拝見しますと、「各分野における影響は必ずしも気候変動のみによって引き起こされるものではない。ほとんど全ての現象は気候変動以外にも
様々な要因により変化する。」旨、記載されておりますが、昨今の国内外での異常気象による災害の報道を見ておりますと、産業・経済活動／国民生活・都市生
活分野、自然災害・沿岸域分野、水環境・水資源の分野で、人々の社会生活、産業のインフラ・サプライチェーンに甚大な影響を及ぼしていると認識していま
す。
　企業としましては、世界各地の生産拠点で物理リスクのスクリーニングを行った上で、リスクの最小化に向けた取り組みを実施しておりますが、企業のみで完
結できるものではありません。国内においては、関係省庁の皆様、自治体の皆様をはじめ様々なステークホルダーの皆様のご協力を得て、対策を進めてまいりた
いと考えております。
  また、海外の生産拠点につきましては、日本で実施されているような気候変動の影響評価、そして、適応計画をはじめとする防災・減災のための処施策につき
まして、各国の政府・公共団体等に日本の知見を共有いただければ、ありがたく存じます。

(2) 第４次報告書に向けての期待、各適応策の進め方
　第３次報告書の前に公表された「気候変動適応法施行後5年の施行状況に関する検討中間取りまとめ」(令和6年8月)の12頁の、「2.課題と今後の展開の冒頭の
(1) 気候変動適応策の効果把握・進捗評価」では、「気候変動適応に関する施策の効果・進展を把握・評価するにあたり、適切な指標の設定が困難であること、
効果の評価を行うには長い期間を要すること、分野をまたがる統合的な評価を行う手法がないこと等の課題がある。一方で、適応計画のPDCA (Plan, Do,
Check,Action)サイクルを回していくことは適応策の推進にあたり極めて重要な取組である。効果・進展を適切に把握・評価するため、その基盤として更なる実
践的・統合的な科学的知見の充実が重要である。」と記載されています。
　第３次報告書においては、新たな科学的知見に基づいて、各分野の影響分析について、内容を深めていただきましたが、上記で指摘されているような、影響評
価に基づく、適応計画の実施による、適応の効果(例.災害等の予防、減災)についての分析については記載されておりません。
　第４次報告書においては、定量的な分析は困難であると認識していますが、影響評価に基づく、適応計画とそれによる施策の具体的な効果の実例を挙げていた
だき、PDCAのサイクルを回して施策の改善を進めていただきたいと存じます。また、実際に起こった事象での施策の効果を開示することで、国民の気候変動の影
響評価、それに基づく適応計画への理解が一層深まるものと考えております。

山崎　直子
　気候変動適応計画を地方公共団体の防災計画や、その他関連する計画に落とし込んでいくことが大切であり、横通しの連携強化を期待します。これまで想定さ
れていなかった分野・計画への影響も幅広く見直していくことが大切と考えます。


	議題（１）

